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1.　19年２月期の業績（平成18年３月１日～平成19年２月28日）

(1) 経営成績 　

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年２月期 14,320 0.3 312 24.0 337 △14.6

18年２月期 14,275 △9.0 252 58.9 395 97.3

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年２月期 142 △64.4 22 34 ― ― 2.6 3.3 2.4

18年２月期 401 189.3 60 46 ― ― 7.6 3.6 2.8

(注) ① 期中平均株式数 19年２月期 6,397,200株 　18年２月期 6,397,200株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年２月期 10,317 5,455 52.9 852 83

18年２月期 10,843 5,399 49.8 841 83

(注) ① 期末発行済株式数 19年２月期 6,398,000株 18年２月期 6,398,000株

　 ② 期末自己株式数 19年２月期 800株 18年２月期 800株

　

2.　20年２月期の業績予想（平成19年３月１日～平成20年２月29日）

　 売上高 経常利益 当期純利益

　 百万円 百万円 百万円

中間期 7,436 167 87

通期 14,780 353 187

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　29円　29銭
　

3.　配当状況

・現金配当 1株当たり配当金（円） 配当金総額
(百万円)

配当性向
(％)

純資産
配当率(％)（基準日） 期末 年間

18年２月期 10.00 10.00 63 16.5 1.1

19年２月期 10.00 10.00 63 44.8 1.1

20年２月期(予想) 10.00 10.00 　 　 　

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の
　　業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の９ページをご参照ください。
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1. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 271,587 　 　 234,826 　

　２　売掛金 ※４ 　 1,332,733 　 　 1,283,245 　

　３　商品 　 　 53,363 　 　 39,939 　

　４　製品 　 　 1,272 　 　 3,536 　

　５　原材料 　 　 42,313 　 　 40,926 　

　６　仕掛品 　 　 19,895 　 　 13,678 　

　７　貯蔵品 　 　 1,380 　 　 1,455 　

　８　前払費用 　 　 17,707 　 　 19,692 　

　９　未収入金 　 　 17,761 　 　 3,803 　

　10　繰延税金資産 　 　 47,862 　 　 39,160 　

　11　短期貸付金 ※４ 　 290,000 　 　 90,000 　

　12　その他 　 　 868 　 　 648 　

　　流動資産合計 　 　 2,096,745 19.3 　 1,770,914 17.1

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　１　建物 ※１ 3,900,118 　 　 3,826,913 　 　

　　　　減価償却累計額 　 2,149,032 1,751,085 　 2,202,768 1,624,144 　

　　２　構築物 　 585,300 　 　 581,962 　 　

　　　　減価償却累計額 　 433,837 151,463 　 422,783 159,179 　

　　３　機械装置 ※１ 2,013,491 　 　 1,930,773 　 　

　　　　減価償却累計額 　 1,505,470 508,021 　 1,489,946 440,826 　

　　４　車輌運搬具 　 44,958 　 　 43,460 　 　

　　　　減価償却累計額 　 36,111 8,847 　 31,554 11,906 　

　　５　工具器具備品 　 142,738 　 　 139,381 　 　

　　　　減価償却累計額 　 115,149 27,589 　 110,675 28,706 　

　　６　土地 ※１ 　 5,273,607 　 　 5,224,514 　

　　７　建設仮勘定 　 　 10,500 　 　 ― 　

　　　　有形固定資産合計 　 　 7,731,114 71.3 　 7,489,276 72.6
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前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　１　ソフトウェア 　 　 22,956 　 　 19,517 　

　　２　電話加入権 　 　 5,045 　 　 5,045 　

　　３　水道施設利用権 　 　 3,701 　 　 3,145 　

　　　無形固定資産合計 　 　 31,702 0.3 　 27,708 0.3

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資有価証券 　 　 363,065 　 　 378,530 　

　　２　関係会社株式 　 　 384,753 　 　 384,753 　

　　３　出資金 　 　 2,110 　 　 2,110 　

　　４　破産債権、再生債権、
　　　　更生債権その他これら
　　　　に準ずる債権

　 　 202,394 　 　 202,394 　

　　５　長期前払費用 　 　 144 　 　 ― 　

　　６　差入保証金 　 　 26,067 　 　 25,651 　

　　７　繰延税金資産 　 　 157,883 　 　 185,265 　

　　８　その他 　 　 49,529 　 　 52,965 　

　　　　貸倒引当金 　 　 △202,394 　 　 △202,394 　

　　　投資その他の資産合計 　 　 983,553 9.1 　 1,029,276 10.0

　　固定資産合計 　 　 8,746,370 80.7 　 8,546,261 82.9

　　資産合計 　 　 10,843,115 100.0 　 10,317,176 100.0
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前事業年度

(平成18年2月28日)
当事業年度

(平成19年2月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 ※４ 　 1,189,764 　 　 1,145,393 　

　２　短期借入金 　 　 750,000 　 　 850,000 　

　３　１年以内返済予定の
　　　長期借入金

※１ 　 417,568 　 　 946,568 　

　４　１年以内償還予定の社債 　 　 500,000 　 　 ― 　

　５　未払金 　 　 140,391 　 　 151,680 　

　６　未払法人税等 　 　 227,116 　 　 114,300 　

　７　未払費用 　 　 126,744 　 　 122,463 　

　８　未払消費税等 　 　 5,326 　 　 30,747 　

　９　前受金 　 　 835 　 　 307 　

　10　預り金 　 　 9,141 　 　 7,416 　

　11　賞与引当金 　 　 63,218 　 　 64,584 　

　12　役員賞与引当金 　 　 ― 　 　 18,400 　

　13　営業外支払手形 　 　 57,632 　 　 13,157 　

　14　その他 　 　 468 　 　 33 　

　　流動負債合計 　 　 3,488,209 32.2 　 3,465,053 33.6

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 　 1,769,840 　 　 1,173,272 　

　２　退職給付引当金 　 　 124,179 　 　 152,142 　

　３　役員退職慰労引当金 　 　 61,225 　 　 70,591 　

　４　その他 　 　 ― 　 　 400 　

　　固定負債合計 　 　 1,955,244 18.0 　 1,396,405 13.5

　　負債合計 　 　 5,443,453 50.2 　 4,861,459 47.1

 (資本の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 740,900 6.8 　 ― ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 707,674 　 　 ― 　 　

　　資本剰余金合計 　 　 707,674 6.5 　 ― ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 176,376 　 　 ― 　 　

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 特別償却準備金 　 3,461 　 　 ― 　 　

　　(2) 別途積立金 　 1,909,431 　 　 ― 　 　

　３　当期未処分利益 　 1,822,380 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 3,911,650 36.1 　 ― ―

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 39,815 0.4 　 ― ―

Ⅴ　自己株式 ※３ 　 △378 △0.0 　 ― ―

　　資本合計 　 　 5,399,661 49.8 　 ― ―

　　負債・資本合計 　 　 10,843,115 100.0 　 ― ―
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前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― 　 　 740,900 　

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 707,674 　 　

　　　　資本剰余金合計 　 　 ― 　 　 707,674 　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 176,376 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　特別償却準備金 　 ― 　 　 980 　 　

　　　　別途積立金 　 ― 　 　 1,909,431 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 1,889,515 　 　

　　　　利益剰余金合計 　 　 ― 　 　 3,976,303 　

　４　自己株式 　 　 ― 　 　 △378 　

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 5,424,499 52.6

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　

　　　その他有価証券評価
　　　差額金

　 　 ― 　 　 31,217 　

　　　評価・換算差額等合計 　 　 ― ― 　 31,217 0.3

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 5,455,717 52.9

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 10,317,176 100.0
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② 損益計算書

　

　 　
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※１ 　 14,275,460 100.0 　 14,320,284 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品期首たな卸高 　 2,544 　 　 1,272 　 　

　２　当期製品製造原価 ※６ 4,948,423 　 　 4,966,511 　 　

　３　製品期末たな卸高 　 1,272 　 　 3,536 　 　

　　　　差引製品売上原価 　 4,949,695 　 　 4,964,247 　 　

　１　商品期首たな卸高 　 50,919 　 　 53,363 　 　

　２　当期商品仕入高 ※１ 6,618,131 　 　 6,484,282 　 　

　３　商品期末たな卸高 　 53,363 　 　 39,939 　 　

　　　　差引商品売上原価 　 6,615,688 11,565,383 81.0 6,497,705 11,461,953 80.0

　　　売上総利益 　 　 2,710,077 19.0 　 2,858,330 20.0

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※６ 　 　 　 　 　 　

　１　役員報酬 　 56,300 　 　 59,620 　 　

　２　給与諸手当 　 724,727 　 　 764,146 　 　

　３　賞与引当金繰入額 　 42,588 　 　 44,332 　 　

　４　役員賞与引当金繰入額 　 ― 　 　 18,400 　 　

　５　退職給付費用 　 15,208 　 　 21,666 　 　

　６　役員退職慰労引当金
　　　繰入額

　 7,810 　 　 9,366 　 　

　７　物流費 　 1,157,621 　 　 1,189,105 　 　

　８　広告費 　 25,231 　 　 14,619 　 　

　９　減価償却費 　 60,489 　 　 57,763 　 　

　10　その他 　 367,954 2,457,931 17.2 366,610 2,545,628 17.8

　　　営業利益 　 　 252,145 1.8 　 312,701 2.2

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 1,368 　 　 1,691 　 　

　２　受取配当金 ※１ 135,742 　 　 11,633 　 　

　３　受取賃貸料 ※１ 39,068 　 　 38,424 　 　

　４　事業分量配当金 　 6,443 　 　 5,408 　 　

　５　容器リサイクル費用
　　　返戻金

　 6,609 　 　 10,731 　 　

　６　雑収入 　 22,454 211,687 1.5 14,520 82,408 0.6
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前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 34,019 　 　 31,080 　 　

　２　賃貸料原価 　 33,007 　 　 26,167 　 　

　３　雑損失 　 1,000 68,027 0.5 ― 57,248 0.4

　　　経常利益 　 　 395,806 2.8 　 337,862 2.4

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※２ 350,656 　 　 38 　 　

　２　投資有価証券売却益 　 ― 　 　 144 　 　

　３　貸倒引当金戻入益 　 4,800 　 　 ― 　 　

　４　その他 　 134 355,590 2.5 ― 183 0.0

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却損 ※３ 6,154 　 　 14,093 　 　

　２　固定資産除却損 ※４ 69,284 　 　 37,753 　 　

　３　工場再編費用 ※５ 21,603 　 　 5,372 　 　

　４　投資有価証券評価損 　 ― 　 　 4,800 　 　

　５　その他 　 1,004 98,046 0.7 1,179 63,198 0.5

　　　税引前当期純利益 　 　 653,350 4.6 　 274,848 1.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 268,424 　 　 144,702 　 　

　　　過年度法人税、住民税及
　　　び事業税

　 20,841 　 　 ― 　 　

　　　法人税等調整額 　 △37,016 252,249 1.8 △12,780 131,922 0.9

　　　当期純利益 　 　 401,100 2.8 　 142,925 1.0

　　　前期繰越利益 　 　 1,421,279 　 　 ― 　

　　　当期未処分利益 　 　 1,822,380 　 　 ― 　
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製造原価明細書

　

　 　
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 3,061,118 61.9 3,104,267 62.6

Ⅱ　労務費 　 1,188,885 24.0 1,170,641 23.6

Ⅲ　経費 ※２ 698,774 14.1 685,386 13.8

当期総製造費用 　 4,948,777 100.0 4,960,294 100.0

　期首仕掛品たな卸高 　 19,541 　 19,895 　

計 　 4,968,319 　 4,980,190 　

　期末仕掛品たな卸高 　 19,895 　 13,678 　

　当期製品製造原価 　 4,948,423 　 4,966,511 　

　

(脚注)

　
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

　１　原価計算の方法

　　　原価計算の方法は工場別単純総合原価計算法であ

ります。

　１　原価計算の方法

　　　　同左

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

減価償却費 289,465千円

消耗品費 77,270千円

電力費 88,186千円

工場環境衛生費 116,191千円

※２　経費の主な内訳は次のとおりであります。

減価償却費 260,437千円

消耗品費 79,485千円

電力費 89,406千円

工場環境衛生費 125,083千円
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③ 利益処分計算書

　

　 　
前事業年度

株主総会承認日
(平成18年５月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 1,822,380

Ⅱ　任意積立金取崩高 　 　 　

１　特別償却準備金取崩高 　 2,093 2,093

合計 　 　 1,824,474

Ⅲ　利益処分額 　 　 　

１　配当金 　 63,972 　

２　役員賞与金 　 14,300 78,272

Ⅳ　次期繰越利益 　 　 1,746,202

　 　 　 　

　

④ 株主資本等変動計算書

当事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日)

　

　

株主資本
評価・

換算差額等

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有価
証券評価差

額金資本準備金利益準備金
その他利益剰余金

特別償却準
備金

別途積立金
繰越利益剰

余金

平成18年２月28日残高(千円) 740,900 707,674 176,376 3,461 1,909,431 1,822,380 △378 5,359,845 39,815

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　利益処分による剰余金の配当 　 　 　 　 　 △63,972 　 △63,972 　

　利益処分による役員賞与 　 　 　 　 　 △14,300 　 △14,300 　

　当期純利益 　 　 　 　 　 142,925 　 142,925 　

　特別償却準備金取崩額(当期分) 　 　 　 △387 　 387 　 ― 　

　特別償却準備金取崩額(前期分) 　 　 　 △2,093 　 2,093 　 ― 　

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 ― △8,597

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― 　― △2,481 ― 67,134 ― 64,653 △8,597

平成19年２月28日残高(千円) 740,900 707,674 176,376 980 1,909,431 1,889,515 △378 5,424,499 31,217
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　　同左

　 (2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　当事業年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)

(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　　当事業年度末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は、

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)

　 　　　時価のないもの

　　　　移動平均法による原価法

　　　時価のないもの

　　　　同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　　時価法

デリバティブ

　　　　同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品　―先入先出法による原価法

製品　―先入先出法による原価法

原材料―先入先出法による原価法

仕掛品―先入先出法による原価法

貯蔵品―最終仕入原価法

　　　　同左

４　固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

　　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(附属設備を除く)につ

いては定額法によっております。な

お、主な耐用年数は以下の通りであ

ります。

　　　建物及び構築物　　　５～50年

　　　機械装置及び車輌運搬具

　２～15年

(1) 有形固定資産

　　　　同左

　 (2) 無形固定資産

　　定額法によっております。なお、

ソフトウェア(自社利用)について

は、社内における見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

　　　　同左

　 (3) 長期前払費用

　　定額法

(3) 長期前払費用

　　　　同左

５　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

　　　　同左

　 (2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き当事業年度負担額を計上しており

ます。

(2) 賞与引当金

　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

　 (3)　　　―――――――― (3) 役員賞与引当金

　　役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき

当事業年度に見合う分を計上してお

ります。

　 (4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付引当金

同左

　 (5) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金規定に基づく

期末要支給額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　　　　同左

６　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　　　　同左

７　ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

　また、金利スワップについては、

特例処理の要件を満たしております

ので特例処理を採用しております。

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　ヘッジ対象…借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　　    同左

　 (3) ヘッジ方針

　　金利リスクの低減並びに資金調達

コスト削減のため、対象債務の範囲

内でヘッジを行っております。

(3) ヘッジ方針

　　　　同左

　 (4) ヘッジの有効性評価の方法

　　ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

して、両者の変動額等を基礎にして

判断しております。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　　ヘッジ開始時から有効性判定時点

までの期間において、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の相場変動の累計を比較

して、両者の変動額等を基礎にして

判断しております。

　　ただし、特例処理の要件を満たし

ている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。

８　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理について

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き処理によっております。

消費税等の会計処理について

　　　　同左
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会計方針の変更

　

　　 　　　         前事業年度　　　　　　　　　　
　             (自　平成17年３月１日
              至　平成18年２月28日)

　　　　　　  　   当事業年度
　　　   　  (自　平成18年３月１日
　　　     　 至　平成19年２月28日)

―――――――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　
　　　　　　　 (役員賞与に関する会計基準)

当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４

号）を適用しております。

　この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益が、18,400千円減少しております。

　

　　　　　　　　 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等)

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平

成17年12月９日）を適用しております。

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は　　　　

　　5,455,717千円であります。

　財務諸表等規則の改正により、当事業年度の財務諸表

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

※１　担保に供している資産

　　(1) 担保資産

　建物 1,503,562千円

　機械装置 87,679千円

　土地 4,944,253千円

　　計 6,535,494千円

※１　担保に供している資産

　　(1) 担保資産

　建物 1,339,673千円

　機械装置 73,873千円

　土地 4,944,253千円

　　計 6,357,799千円

　　(2) 対応債務

１年以内返済予定の
長期借入金

342,568千円

長期借入金 1,469,840千円

　　(2) 対応債務

１年以内返済予定の
長期借入金

746,568千円

長期借入金 1,073,272千円

※２　授権株式数及び普通株式数 　

　　　授権株式数　　　普通株式 23,592,000株

　　　発行済株式総数　普通株式 6,398,000株

※２　        　 ――――――――

※３　自己株式
当社が保有する自己株式の数は、普通株式800株で
あります。

※３　        　 ――――――――

※４　関係会社項目
　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

　売掛金 188,243千円

　短期貸付金 290,000千円

　買掛金 123,414千円

※４　関係会社項目
　　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。

　売掛金 198,982千円

　短期貸付金 90,000千円

　買掛金 168,051千円

　５　偶発債務

　　　債務保証

　　　次の子会社について金融機関からの借入に対し債

務保証を行っております。

保証先 金額(千円) 内容

㈱彩旬館 86,600 借入債務

　５　        　 ――――――――

　６　商法施行規則第124条第３号の規定により配当を制

限される純資産額　　　　　　　39,815千円

　６　        　 ――――――――

　

　７　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は、次のとおりであります。

　当座貸越限度額 200,000千円

　借入実行残高 ―

　差引額 200,000千円

　７　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は、次のとおりであります。

　当座貸越限度額 200,000千円

　借入実行残高 ―

　差引額 200,000千円
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

※１　関係会社にかかる主な取引の内容は、次のとおり

であります。

　売上高 1,254,386千円

　仕入高 912,909千円

　受取配当金 127,200千円

　受取賃貸料 21,260千円

※１　関係会社にかかる主な取引の内容は、次のとおり

であります。

　売上高 1,284,926千円

　仕入高 1,202,988千円

　受取賃貸料 20,640千円

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

　建物 503千円

　土地 350,153千円

　　計 350,656千円

※２　固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

　機械装置 38千円

　 　

　　 　

※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

　機械装置 6,105千円

　車輌運搬具 49千円

　　計 6,154千円

※３　固定資産売却損の内訳は、次のとおりであります。

　土地 14,093千円

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　建物 46,979千円

　機械装置 19,641千円

　車輌運搬具 451千円

　工具器具備品 1,173千円

　ソフトウェア 1,038千円

　　計 69,284千円

※４　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

　建物 24,777千円

　構築物 4,208千円

　機械装置 7,606千円

　車輌運搬具 238千円

　工具器具備品 922千円

　　計 37,753千円

※５　工場再編費用の内訳は、次のとおりであります。

　固定資産撤去費用 12,079千円

　たな卸資産廃棄損 3,551千円

　手数料及び解約料 5,972千円

　　計 21,603千円

※５　工場再編費用の内訳は、次のとおりであります。

　固定資産撤去費用 4,209千円

　不動産売却手数料 700千円

　土地測量費用 463千円

　　計 5,372千円

※６　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は111,675千円です。

※６　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費は134,099千円です。

　

(株主資本等変動計算書関係)

当事業年度(自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 800 ― ― 800
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リース取引関係

　
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具備品 27,360 11,560 15,800

ソフトウェア 53,200 22,411 30,788

合計 80,560 33,972 46,588

　１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却累
計額相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具器具備品 23,700 12,640 11,060

ソフトウェア 49,200 28,584 20,615

合計 72,900 41,224 31,675

　２　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 15,005千円

　１年超 32,135千円

　　合計 47,141千円

　２　未経過リース料期末残高相当額

　１年内 14,311千円

　１年超 17,824千円

　　合計 32,135千円

　３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 19,239千円

減価償却費相当額 18,404千円

支払利息相当額 571千円

　３　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 15,414千円

減価償却費相当額 14,913千円

支払利息相当額 409千円

　４　減価償却費相当額の算定方法

　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

　４　減価償却費相当額の算定方法

　　　　　同左

　５　利息相当額の算定方法

　　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

　５　利息相当額の算定方法

　　　　　同左

　

有価証券関係

前事業年度(平成18年２月28日現在)及び当事業年度(平成19年２月28日現在)における子会社株式及び関

連会社株式で時価のあるものはありません。
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税効果会計関係

　
前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動の部) 　

(繰延税金資産) 　

賞与引当金 25,729千円

未払事業税 18,826

その他 3,307

繰延税金資産合計 47,862

繰延税金資産の純額 47,862

(固定の部) 　

(繰延税金資産) 　

貸倒引当金 82,334

退職給付引当金 48,776

減価償却超過額 28,030

役員退職慰労引当金 24,918

会員権評価損 1,139

その他 948

繰延税金資産合計 186,149

(繰延税金負債) 　

その他有価証券評価差額金 △27,326

特別償却準備金 △938

繰延税金負債合計 △28,265

繰延税金資産の純額 157,883
　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(流動の部) 　

(繰延税金資産) 　

賞与引当金 26,285千円

未払事業税 9,440

その他 3,434

繰延税金資産合計 39,160

繰延税金資産の純額 39,160

(固定の部) 　

(繰延税金資産) 　

貸倒引当金 82,374

退職給付引当金 61,922

減価償却超過額 32,206

役員退職慰労引当金 28,730

会員権評価損 1,139

その他 991

繰延税金資産合計 207,364

(繰延税金負債) 　

その他有価証券評価差額金 △21,425

特別償却準備金 △672

繰延税金負債合計 △22,098

繰延税金資産の純額 185,265
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

受取配当金 △8.1％

留保金課税額 3.6％

過年度法人税、住民税及び事業税 3.1％

税額更正に伴う税効果修正額 △2.7％

地方税均等割額 1.2％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.6％
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整) 　

役員賞与 3.1％

地方税均等割額 2.9％

交際費等 1.6％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 48.0％
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１株当たり情報

　
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 841円83銭 １株当たり純資産額 852円83銭

１株当たり当期純利益 60円46銭 １株当たり当期純利益 22円34銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　
前事業年度

(平成18年２月28日)
当事業年度

(平成19年２月28日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 5,455,717

普通株式に係る純資産額(千円) ― 5,455,717

普通株式の発行済株式数(株) ― 6,398,000

普通株式の自己株式数(株) ― 800

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

― 6,397,200

　

２　１株当たり当期純利益

　
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 401,100 142,925

普通株式に係る当期純利益(千円) 386,800 142,925

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳(千円) 　 　

　利益処分による役員賞与金 14,300 ―

普通株式に帰属しない金額(千円) 14,300 ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,397,200 6,397,200
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重要な後発事象

　
前事業年度

(自　平成17年３月１日
至　平成18年２月28日)

当事業年度
(自　平成18年３月１日
至　平成19年２月28日)

固定資産の譲渡

　当社は、事業の再構築を図るため保有資産を見直し、

平成18年５月19日開催の取締役会において、下記の固定

資産に関し譲渡の決議を行い、平成18年５月23日付で売

買契約を締結いたしました。

１　譲渡資産の内容

　　　所在地　　　宮城県仙台市宮城野区

　　　譲渡物件　　土地及び建物

　　　帳簿価額　　74百万円

　　　現況　　　　事務所

２　譲渡先　　　　株式会社ノエル

３　譲渡価額　　　35百万円

４　譲渡予定日　　平成18年８月25日

５　当該事象の損益に与える影響

上記の固定資産譲渡により、41百万円の土地及び

建物売却損を平成19年２月期において計上する予定

であります。

        ――――――――――――
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2. 役員の異動

(1) 代表者の異動

該当事項はありません。

　

(2) その他の役員の異動 (平成19年５月30日付予定)

① 退任予定監査役

　常勤監査役　松野　剛士

② 役職の異動

　常勤監査役　松野　昭 (現　当社監査役)

(注) 松野　昭氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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